
  

 

２．Ｍ＆Ａ実施意向 

ここまで見たとおり、我が国全体のＭ＆Ａの件数増加やＭ＆Ａに対するイメージの

向上に伴い、今後中小企業のＭ＆Ａが更に浸透していくと考えられる。本項では、（株）

東京商工リサーチの「中小企業の財務・経営及び事業承継に関するアンケート」を基

に、今後の中小企業のＭ＆Ａの実施意向について分析していく。 

 
①Ｍ＆Ａ実施意向 

 はじめに第 2-3-56 図は、中小企業のＭ＆Ａ実施意向を確認したものである。これ

を見ると、３割程度の中小企業において、何らかの形でＭ＆Ａを実施する意向がある

ことが分かる。買い手・売り手の別に見ると、買い手意向がある企業の割合が 19.1％

と高く、売り手意向がある企業は 5.6％となっている。また、買い手・売り手両方の

意向があるとする者も 4.1％存在する。 

 

＜第 2-3-56図＞ 

 

 

続いて、第 2-3-57 図は、Ｍ＆Ａ実施意向別に希望する相手先企業の規模を確認し

たものである。買い手として意向のある企業では「自社より小規模」を希望する割合

が高く、売り手として意向のある企業では「自社より大規模」を希望する割合が高い

ことが分かる。 

 

 

 

 

 

 

  

 

事事例例 22--33--66：：不不動動技技研研工工業業株株式式会会社社  

「「ＭＭ＆＆ＡＡにによよりり地地元元企企業業ををググルルーーププ化化しし、、  

そそれれぞぞれれのの強強みみををいいかかししてて事事業業拡拡大大をを図図るる企企業業」」 

・所在地：長崎県長崎市  ・従業員数：345名 ・資本金：2,400万円 

・事業内容：技術サービス業 

先先細細りりがが懸懸念念さされれるる事事業業領領域域のの見見直直ししをを模模索索  

 長崎県長崎市の不動技研工業株式会社は火力発電プラントのボイラーやタービン、舶用機械の設計などを手掛

ける企業である。2018年に過去最高益を計上した同社だが、脱炭素を目指す世界的潮流の中で主要市場である火

力発電事業の先細りが懸念され、新規顧客の開拓や新規事業への進出など事業領域の見直しを検討するようにな

った。そのような中、2018年夏、同社とは旧知の仲である株式会社 PAL構造（以下、「PAL構造」という。）から

同社に対し、Ｍ＆Ａの話が持ち掛けられた。PAL構造も長崎県内に位置し、各種構造物の設計を強みとしてお

り、好業績を維持しながらも後継者不在が経営課題となっていた。打診のあった翌日以降、同社は社内で議論

し、前向きに進めるべくメインバンクに相談するなど、Ｍ＆Ａの準備を開始した。交渉の過程で、PAL構造から

は、経営陣や従業員の継続雇用、当面は事業内容の変更をしないことなどが条件として提示された。 

同同業業ななががらら異異ななるる強強みみにによよりり相相互互補補完完しし合合ううここととでで事事業業拡拡大大へへ  

 両社は共に大手重工・エンジニアリングメーカーを主要顧客とする設計業ではあるが、プラントや舶用機械の

設計・エンジニアリングに強みを持つ同社と、各種構造物の基本設計・構造解析に強みを持つ PAL構造は得意分

野が異なる。同社は、互いの強みを融合させることにより新規顧客の開拓や新規事業への進出が可能となると判

断し、Ｍ＆Ａを決断。2019年４月、PAL構造は同社のグループ企業となった。Ｍ＆Ａに当たっては、PAL構造の

独自性を最大限に担保した。同年６月、両社の間で PMI（Ｍ＆Ａ後の統合効果を最大化するための統合プロセ

ス）委員会を設置し、四つの事業領域（エンジニアリング・建設・自動車・ICT）で両社の課題抽出を実施。さ

らに、シナジー効果が期待できる 11の協業分野に対応する PMI分科会を設置した。各分科会には各社から２、

３名が参加し、活動は 2021年１月まで続けられた。 

PPMMIIにによよるるききめめ細細かかなな課課題題抽抽出出とと分分科科会会にによよるる取取組組でで統統合合効効果果をを最最大大化化  

 PMIの効果は程なく現れた。設計には PAL構造が得意とする上流工程と同社が得意とする下流工程のすみ分け

がある。両社で共同受注することにより、かつては専門分野外と断念していた案件も、作業分担することで対応

できるようになった。兵庫県にある同社の拠点に PAL構造の従業員も常駐し協業を進めているほか、グループと

して今後注力していく ICT分野では、両社から人材を融通するなど連携を深めている。グループで見ると規模が

大きくなり、また設計業務の範囲が拡大したことで人材採用が以前より容易になるなどの効果も得られた。グル

ープの統括のために 2020年２月に設立された株式会社不動技研ホールディングスの濵本浩邦代表取締役会長

は、今後、それぞれの異なる企業カラーが新たな付加価値を生み出すことに期待する。「不動技研工業の高収益

体質を PAL構造にも浸透させることで、グループ全体で力強い成長を遂げたい。また、従来の PAL構造のベンチ

ャー企業精神により新分野に果敢に挑戦していく姿勢を維持して、更なる事業領域の拡大を狙いたい。」と濵本

会長は語る。 
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